
施策コード 030015

将来像

　２．施策の目標

　10年後の目標

　10年後の目標に向かっての主な取組み

　市の取組み

　市民・団体・事業所等の取組み

 　３．施策を取り巻く状況

　社会環境や法令等の変化 

　新たな市民ニーズ

　４．施策にかかるコスト

正職員数

直接人件費

間接人件費

直接事業費

間接事業費

フルコスト

使用料及び手数料

国庫支出金

府支出金

市債

その他

 　備考

108,285152,925

会計年度任用職員数

千円

800

96,538 122,620 95,345

49,400

0

一般財源１（＝フルコスト
－特定財源）

250

0

25049 75

R6予算

7.49

人件費

千円

58,473

203,375 143,587

R5決算

8.69

0.0

377

5,517

単位 R4予算 R4決算 R5予算

コスト
の

内訳

投入人員 人

6,967

983

250

64,600

0.0

52,884

1,288

212,853

783 150

44
財源
内訳

一般財源２（＝直接事業費
－特定財源）

207,954

○「自らの生命は自ら守る」ことを基本とした防災意識向上のため、研修会や地域防災訓練に積極的に参加する。
○災害に備え、各家庭内で食料・飲料水・その他日用品などの備蓄を行う。
○住宅の耐震化に取り組むとともに、老朽空き家や空き地を適正に管理する。
○町会・自治会などでは、要配慮者に対する災害時支援体制を構築するとともに、地域ぐるみで防災意識の向上に取り組み、地域防災力を強化す
る。

３０年以内に70～80％の確率で起こると予想される南海トラフ地震や、近年の豪雨災害の発生により住民の災害に対する危機意識の高まりがあ
る。

188,253 151,714 174,118

56,10064,600

160,905

47,000

156,484

関係課

３　みんなでつくる　安全・安心で快適に暮らせるまち

都市整備部　道路公園課, 都市整備部　農林課, 都市整備部　まちづくり課, 上下水道部　下水道推進課

危機管理部　危機管理課

○市役所本庁舎は、大規模災害発生時においても、防災拠点の中枢機能を果たせるよう必要な対策を講じる。
○市の公共建築物は、大規模災害発生時においても避難所等としての防災機能を維持できるよう、必要な対策を講じる。
○道路や橋梁などは、大規模災害発生時においても、地域緊急交通路としての輸送経路や避難経路を確保できるよう、機能維持のため必要な対策
を講じる。
○木造住宅密集市街地において、延焼遮断空間や安全な避難路を確保するため、老朽空き家の除却や住宅の耐震化を支援・推進する。
○「せんごくの杜」防災広場は、災害時に自衛隊や警察、消防などの救助救援活動の防災拠点として活用し、災害時における自衛隊などとの連携
強化を図る。
○沿岸部の浸水防除のため、雨水ポンプ場等の整備と適切な維持管理に努めるとともに、関係機関と連携し、津波浸水対策を推進する。
○防災出前講座の開催や啓発チラシの配付、防災訓練実施などの活動をより一層充実させる。
○災害時に支援が必要な要配慮者に対し、すべての地域で支援体制が構築できるよう、行政・市民・福祉事業所・ボランティア団体等の連携を強
化する。
○災害発生時の情報伝達や情報収集について、ＩＣＴを活用した市民との双方向通信型の減災コミュニケーションづくりに努める。
○災害に備え、「自分たちのまちは自分たちで守る」ことを基本とした地域づくりのため、自主防災組織の組織率向上を図る。
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施策評価シート（令和５年度実績）
  施策名 15　災害に強いまちをつくる

令和元年12月発生とされるコロナウイルスが世界中に蔓延した。風水害時の避難所運営や町会、自治会、自主防災会などの開催において、コロナ
ウイルスの対策が求められる。

　行政・市民・事業所・ボランティア団体等が相互連携や相互支援を強め、災害時に互いに助け合う、安心して暮らせるまちになっている。
　市民、事業所等は、「自らの生命は自ら守る」「自分たちのまちは自分たちで守る」ことを防災の基本として、災害に対する不断の備えを怠ら
ない、防災力の高いまちになっている。

第5次総合計画

主管課

　１．施策の体系と担当課



　５.施策の成果指標

成果指標1

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

成果指標2

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

成果指標3

単位 目標年度 目標値 指標数値の目指す方向

　６．施策を構成する事務事業ごとの評価結果（令和5年度実績）

18,483最終目標値に
対する達成率

6

備蓄物品充足率
18,869 17,927 26,179

100.0%

災害時における避難所運営などを
担っていただく自主防災組織の新規拡
大を図っていく必要がある。

R5実績 100 ％

12,862

最終目標値に
対する達成率

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ａ：資源を拡大

危機管理対策
事業

(危機)

016,460

24,083

10,205 7,459 11,327

-

住宅の高機能化により、防音機能が
増している住宅が増加していることか
ら、家の中にいては屋外からの防災行
政無線が聞こえない状況が増えてい
る。防災行政無線の放送内容をホー
ムページや電話で確認できるような方
策があるので、今後はそのような方法
の更なる啓発に努める必要がある。

R5実績 32
箇
所

6,368 4,918

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ｂ：現状維持

防災行政無線
整備事業

(危機)

05,564

6,700
視覚障害者に対するJcom防
災情報サービスの設置数

　雨水幹線管路の整備には多額の事
業費と期間を要することから、既存排
水路の活用等により、効率的な事業執
行を行っており、今後もより効率的な
事業執行を行っていく。

R5実績 129.9 ｍ

5,204 7,393最終目標値に
対する達成率

排水路浸水対
策事業

(下推)

08,296

35,625
浸水対策工事の施工延長

35,415 34,063 36,000

-

5,489最終目標値に
対する達成率

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ｂ：現状維持

浸水被害の件数
56,097 69,805 78,348

-

　水害対策施設が正常に作動するよ
う、適切に維持管理を行い、緊急時に
備え、操作訓練を行っている。今後も、
引続き操作訓練や維持管理を適切に
行う必要がある。

R5実績 0 件

7,455

最終目標値に
対する達成率

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ｂ：現状維持

水害対策施設
維持管理事業

(下推)

05,001

48,781

288 425 2,126

0.0%

個人資産に関することであり強制力は
無いが、人命が優先であり、今後も啓
発に努める。

R5実績 0 件

2,902 5,030

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ｂ：現状維持

建築物耐震対
策事業

(まち)

02,965

896
耐震改修補助件数

市民の方に対して防災農地の場所や
役割等について啓発が必要である。

R5実績 0

ヘ
ク
タ
ー
ル 1,481 1,867

最終目標値に
対する達成率

防災農地整備
事業

(農林)

01,876

129
防災指定農地登録面積（年
度末時点） 126 147 130

-

1,810最終目標値に
対する達成率

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ｂ：現状維持

堆積物の除去・補修等の件
数（直営＋シルバー人材セ
ンター） 6,271 7,299 8,898

-

平時からの維持管理による通水機能
の維持が災害時の安心安全に繋がる
ため重要な事業である。R5実績 125 件

33,125

最終目標値に
対する達成率

成果

資源
配分

Ｂ：現状維持

Ｂ：現状維持

河川維持補修
事業

(道路)

02,735

13,233

14,017 12,581 11,000

-

未整備の河川護岸を計画的に改修す
ることにより、水害被害を未然に防止
している。

R5実績 25 ｍ

12,238 2,602

成果

資源
配分

Ｂ：現状維持

Ｂ：現状維持

河川護岸改修
事業

(道路)

01,432

15,282
護岸工事施工延長

組織 毎年度 101 増加

自主防災組織数

令和7年度令和4年度

60 62

令和5年度 令和6年度

6664

令和4年度 令和5年度 令和6年度(見込)

事　業　費

方向性事務事業名 最重要指標 所　　見人　件　費

令和3年度



 　７．施策の事後評価

　８．今後の方向性
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担当部長の所見
都市整備部局や上下水道部局によるハード面の整備の充実や、健康福祉部局での要配慮者への個別避難計画の策定の促進
など、行政が行うべき防災対策の推進を図る。

担当副市長の意見

地域防災計画に基づき、平時には災害に備えるための各種取り組みを推進し、災害発生時に的確に対応できるように市
民・事業者・行政等の連携を図る。避難行動要支援者支援については、避難行動要支援者支援プランに基づき個別避難計
画の作成の取り組みを進める。防災訓練については、より実践的な内容を組み入れ、町会・自治会等と連携し自助共助の
意識を高めてもらう働きかけを行う。

施策指標の分析（達成状況） 概ね達成しているが、近年増加している地震や水害等の新たな課題への対応が必要となる。

構成事務事業に課題はないか 特になし。

実施主体（国・府や地域・事業所
などとの役割分担）に課題はない
か

特になし。

市民参加型の訓練に移行して、昨年
度より参加団体数が１割増えたが、そ
れでもまだ全体の半分ほどなので、今
後は全町会自治会、自主防災会の参
加に繋げていく必要がある。

11
訓練参加人数

-

350 106 110

07,045
資源
配分

Ａ：向上を図る

Ｂ：現状維持

防災訓練実施
事業

(危機)

R5実績 1,000 人

4,801最終目標値に
対する達成率

令和６年度から、避難行動要支援者
支援事業としての個別避難計画が福
祉総務課に移管された。

R5実績 2,689 人

6,750 2,764最終目標値に
対する達成率

9,495

成果

5,564

1,505
災害時要援護者避難支援登
録者数 1,949 1,902 0

-

成果

資源
配分

Ａ：向上を図る

Ａ：資源を拡大

災害時要援護
者避難支援事

業

(危機)

0


